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1. 雇 用 外国人労働者の雇用について 

 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                              

平成29年1月、厚生労働省は平成28年10月末時点 
での外国人雇用についての届出状況を公表しました。
これによると、外国人労働者を雇用する事業所数は
172,798カ所に上り、平成19年に届出が義務化され
て以来、過去最高を更新しました。今回のニュースで
は公表内容に関連して、外国人雇用に関する現状につ
いてお伝えいたします。 
 
 
１．外国人雇用状況の届出制度の概要 
 
 外国人を雇用する事業主は、雇入れ・離職の際に、当
該外国人労働者の氏名・在留資格・在留期間などについ
て確認し、ハローワークに届け出る義務を負います（こ
の届出を怠ったり虚偽の届出を行った場合には、30万円
以下の罰金の対象となります）。今回公表された情報は、
この届出を集計したものです。 
 
 
２．外国人雇用の状況  
 
平成28年10月末時点で、外国人労働者数は約108

万人に達し、こちらも届出が義務化されて以来、過去
最高を更新しました。外国人労働者数が増加した要因
として、留学生の日本企業への就職支援の強化を含
め、政府が進めている高度外国人材の受入れ拡大に伴
う「専門的・技術的分野」の在留資格を持つ労働者が
増加していることや、留学生の受入れ増に伴う「資格
外活動」(留学生のアルバイト等)が増加していること
等が挙げられます。 

 

【在留資格別外国人労働者の割合】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．外国人技能実習制度に関する問題点 
 
 少子高齢化と人口減少が進行する日本では、持続的な
成長のためにも、外国人労働者の受け入れ拡大を検討し
ていかなければならないとして、議論が進められていま
す。しかし、平成28年8月16日に厚生労働省が発表した
プレスリリース『外国人技能実習生の実習実施機関に対
する平成27年の監督指導、送検の状況を公表します』
によると、外国人実習生に対する労働基準関係法令違反
が依然として増加傾向にあることが示されています。 
 資料によると、労働基準関係法令違反が認められた
実習は、監督実施した事業場5,173カ所中、3,695カ
所に上り、重大・悪質な違反による送検も46件に上
ります。中には、月169時間の違法時間外労働を行わ
せていた事業場や、無資格でフォークリフトを運転さ
せ死亡災害を発生させた事業場もあります。 

 
 
 
 

外国人労働者数 
1,083,769人 

不明  
49人 
0.0％ 

専門的・技術的 
分野の在留資格  

200,994人 
18.5％ 

資格外活動  
239,577人 

22.1％ 

技能実習  
211,108人 

19.5％ 

特定活動  
18,652人 

1.7％ 

身分に基づく 
在留資格  

413,389人 
38.1％ 

(公表資料より抜粋) 
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2. 安全配慮 災害と安全配慮義務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4．おわりに 
 
現在、政府は「人手不足分野」と「高度人材」の2つの

側面で外国人労働者の受け入れ拡大を検討しています。
まずは介護分野で、国家資格の取得を要件に外国人が 
現場で働けるようにする制度を本年中に開始させます。 
また、サービス業に携わる外国人労働者についても、在
留資格の取得条件を緩和する等の施策が予定されてお
り、外国人労働者数は今後も増加していくと思われます。 
 

 今後は、人材の充足のために外国人労働者の雇用も 
視野に入れて考える企業が増えてくるかと思いますが、
雇用の際には在留資格の確認や労働条件の通知などを
確実に行わなければ無用なトラブルを抱えることにも
なりかねません。 
特に初めて外国人労働者の雇用を考える際は、受け

入れの注意点について不備のないように、外国人雇用
センターや新卒応援ハローワークの留学生コーナー等
の専門機関、またはハローワークの外国人雇用管理ア
ドバイザー等の専門家に相談すると良いでしょう。 

 
平成29年2月15日、文部科学省は気象庁と共同で作成
した資料「活断層の地震に備える －陸域の浅い地震
－」を公表しました。昨年の熊本地震を踏まえ地域毎
の地震発生予測を確率で示し、リスクが高い地域では
事前の備えを行う事を推奨しています。今回のニュー
スでは安全配慮義務の観点から、企業が講じるべき対
策等についてお伝えいたします。 
 
 
１．安全配慮義務について 
 
 企業には、従業員の安全と心身の健康に配慮する義
務があります。これを安全配慮義務といいます。この
義務を怠り、従業員がケガや病気になるなどして損害
が生じたときには、損害賠償を請求される可能性があ
ります。 

 
安全配慮義務違反は、通常、次の3条件がある場合

に該当します。 
① 予見の可能性（損害の発生が予見出来ること。 

企業が予見していなくとも、予見出来ると認定で 
きる場合を含む） 

② 結果回避義務を果たさなかった 
③ 因果関係があること 
 
 
２．企業が負うべき安全配慮義務 
 
安全配慮義務の一般的な内容としては、以下の2つ

が考えられます。 
① 設備や施設などを管理する義務 

機械や設備の故障等で従業員がケガをしないよ 
う、性能を保持するため必要な整備や更新等を行 
うこと 

  【外国人技能実習生の実習実施機関に対する監督指導状況】 
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(公表資料より抜粋) 
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Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、2ページ目の『災害と安全配慮義務』に関連する豆知
識をお伝えします。 

 Q． 就業中に被災した際、たとえば従業員に帰宅または待機の支持を出す場合、どの
ような点に注意する必要がありますか。 

A． 帰宅・待機と安全配慮義務の関係についてご案内します。 

帰宅・待機と安全配慮義務の考え方 
災害発生時の待機または帰宅の指示は、企業の安全配慮義務を充足するための適切な対応であっても、あくまで企業としての  
「義務」の履行に過ぎず、従業員を法的に拘束する業務命令とはなり得ません（指示を拒んだ従業員がいたとしても、企業が強制
することはできませんが、社屋から退去することの指示は、施設管理権限に基づく権利行使という観点から可能です）。 
帰宅・待機の注意点 
災害発生時の帰宅または待機の指示を出す場合には、実際の被害の状況や時間帯等に照らした判断が肝要です。併せて、待機の際
必要になる備蓄品や、帰宅時に携帯する防災用品等も、全従業員分を用意しておくことが推奨されています。また、実際に指示を
する場合も、被害状況等に応じて然るべき準備をしたうえの指示でなければ、安全配慮義務違反に問われることも考えられます。 

 
② 働き方や組織を管理する義務 

車両や設備の使用を十分な技量を持つ者に限定する
ことや、従業員に適切な安全教育を施すこと 
 
また、近年の裁判例で、長時間労働をさせていたこと
でうつ病を発症した従業員が自殺したケースでは、
会社に「業務量の適切な調整を行う義務」の違反が
あった事が認められています（電通事件 最二小判
平12・3・24）。 

 
 
３．企業の責任について 
 
 労働基準法では、従業員が業務上負傷したり死亡した 
場合に、企業側に補償責任を負わせる規定をしていますが、 
労災保険に加入していれば労災保険により補償がなされ 
ます。しかし、労災保険による補償の範囲を超える損害に 
ついては、民法上の賠償請求が別になされることもあります。 
損害賠償の対象となる項目には、治療費や慰謝料、 

後遺障害による逸失利益、弁護士費用や遅延損害金など、 
個々の事例によって様々な費用が考えられ、賠償額が 
多額になる可能性があります。過去の裁判例では、従業員 
を死亡させた場合、数千万円から1億数千万円の賠償義務 
が課されたものもあります。 
 
 
4. 震災と安全配慮義務 
 
 東日本大震災の際は、犠牲者の遺族が企業に対し「安 
全配慮を怠った」として相次いで訴訟を起こしました。 
従業員の遺族が勤務先を訴えたある事件では、裁判 

所は次の５つの事情から安全配慮義務違反を認定し
ませんでした。 
 
 

 
① 災害対応プランを作成し、周知徹底を図っていたこと 
② 年に1回、防災体制の確認・通信機器の操作訓練

等を実施していたこと 
③ 避難場所を合理的に選定していたこと 
④ 地震発生後に避難指示や情報収集をしていたこと 
⑤ （津波の規模が）客観的にも予測困難であったこと 
 
一方、幼稚園バスが津波被害に遭い、被災園児の保

護者が幼稚園を経営する法人と園長を訴えた事件で
は、園長が地震発生後の情報収集を怠り、被害に遭う
危険性がある地域へバスを走行させていた事情から、
安全配慮義務違反が認定されました。 
地震等の天災は予見が難しい分野です。しかし、災害の

レベルを幅広く想定して事前の防災対策を行い、しっか
りと情報取集を行っておけば、いざというときに役に立
ち、訴訟リスクを低下させることができるかもしれません。 

 
 

5. おわりに 
 
東日本大震災以降、多くの企業がBCP（事業継続計画）

を作成し、緊急時においても倒産や事業の縮小を避ける
ため、事業の継続や早期復旧を図る準備をしています。
一方で、従業員の安全配慮義務についても、それを疎か
にすると高額の損害賠償金を請求されるリスクをはら
んでいます。企業の経営リスクを考える上では、どちら
についても真剣に取り組まなければなりません。 
日頃より、従業員の安全に配慮した労働環境整備を心

がけているとは思いますが、なかなか有事の際に目を向
けて体制を整えるのは難しいものです。 
今回公表された資料を一つのきっかけとして、「従業員

の安全確保」「避難・防災の事前準備」など、自社の防災
体制を見直してみてはいかがでしょうか。 
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3. 提  供 『経営に役立つビジネスリポート』を無料でご提供いたします！ 

弊所がお届けする“ビジネスリポート”は、経営に役立つ情報が満載です！ 
例えば「マネジメント関連」では経営戦略、企画・営業、広報、生産・物流、 
人事管理等の情報を、「ビジネス関連」では卸・小売、食品、製造、不動産、 
情報・通信等の各業界情報を、その他「ビジネス以外」では、生活分野、 
健康、環境、豆知識など、多岐にわたる経営情報を取り揃えております。 
以下の中からご興味があるテーマがございましたら、弊所あてにお電話 
いただくか下記フォームに必要事項をご記入のうえＦＡＸをお送りください。 
ご希望のリポートを“無料”にてお届けいたしますので、お気軽にお申し込みください。 

今月のおすすめビジネスリポート 
マネジメント関連 
リポート番号 タイトル 内容 

＃1392 
（全 5ページ） 

新入社員のお手本は、若手社員の働き方 
・新入社員を迎える若手社員の役割は大きい 
・経営者が期待する若手社員の立ち居振る舞い 
・若手社員は、新入社員の将来の姿 

＃1402 
（全 5ページ） 

「出戻り社員」の活用で人材不足を乗り切る 

・人材不足は最大の課題 
・出戻り社員の再雇用が熱い 
・メリットとデメリット 
・経営者が心得るべき注意点                         他 

＃1415 
（全 8ページ） 

会社の“美しい”たたみ方 

・会社を“美しく”たたむための心得 
・会社を“美しく”たたむための条件 
・会社をたたむために必要となる準備 
・利害関係者への説明                               他 

＃1416 
（全 5ページ） 

対象税金の拡大で注目される 
「クレジットカード納付」 

・拡大されたクレジットカード納付の対象税金 
・国税のクレジットカード納付の概要 
・クレジットカード納付のメリット                   他   

ビジネス関連 

リポート番号 タイトル 内容 

＃1419 
（全 5ページ） 

変わる！再生可能エネルギーの 
固定価格買取制度 

・改正FIT法の施行に伴って変更される再生可能エネルギー
の固定価格買取制度 

・制度変更による影響 
・今後の展望 

 

お気軽にご用命ください TEL ＞＞＞ 022-292-2351 
FAX ＞＞＞ 022-292-2352 

 

貴社名  ご担当者様 
部署・所属 

所在地 〒 

E-mail  Tel  

ご希望のリポート番号  

※ご記入いただきました個人情報は、ビジネスリポートのご案内およびお届けすることを目的とし、それ以外では利用いたしません。 

 
  
お困りなことがございましたらお気軽に弊所までご相談ください。 


